
STOP！インボイス「1万人のインボイス実態調査」

97％がインボイス制度に反対

「2割特例」「8割控除」の特例廃止で

廃業が加速?！

「2割特例」廃止で消費税負担が激増

　STOP！インボイスが2025年3月に行った1万人アンケート調
査では、インボイス登録により課税事業者となった事業者の
90.8％が消費税に強い負担を感じていると回答し、97.3％がイ
ンボイス制度に「反対」と答えています。
　初めて1年分の消費税申告となった24年分は、4カ月分ですん
だ23年分と比べて税額が4倍となり、「とても払えない」「廃業す
るしかない」と悲鳴が上がっています。

　同アンケートでは、「2割特例」「8割控除」など負担軽減措置
が廃止・縮小される2026年10月以降の見通しについて50.2％
が「不安」と答え、「廃業・転職を視野に入れている」（14.7％）を
合わせると64.9％が「見通しが悪く廃業・転職を視野に入れて
いる」ことになります。

　「2割特例」は、インボイス登録によって消費税の課税業者にな
る小規模事業者の負担を軽減する措置です。売り上げにかかる
消費税の2割を納めればよいという仕組みのため、申告時の計算
も比較的簡単にできます。
　2割特例の廃止に伴ってやむなく簡易課税制度を選択した場合、
第3種から第6種に該当する事業者の消費税負担が激増します。

「8割控除」縮小・廃止で

免税業者は取引排除に？！
　「8割控除」は、課税業者がインボイスを発行できない免税業
者と取引した場合でも、右図Aのように支払った額の8割分の消
費税額は仕入税額控除できるようにする措置です。政府は26年
10月1日から8割を5割に引き下げ、29年10月1日に廃止すると
決めています。
　このまま実行されれば、免税業者の取引排除や値引き圧力が
強まりかねません。

全国商工団体連合会 署名用紙はこちら

▲

※2割特例が廃止され、簡易課税制度で消費税の納税額を計算する場合

インボイス制度廃止まで、

政府は2026年9月で「2割特例」を廃止し、
「8割控除」を縮小しようとしています

インボイス制度廃止と、「2割特例」「8割控除」の継続を求める署名にご協力ください。

の を2割特例8割控除 継続

免税業者との取引 課税仕入330万円（税込）の場合

330万円×10／110×0.8＝24万円A8割控除の場合

仕入税額控除はゼロ円になり24万円の増税に！廃止されると

8割控除廃止の影響は？

2割特例廃止で消費税負担は？
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2026年10月から、インボイス
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